
エネルギー価格の高騰について 

食料自給率について 

高校再編について 

和田　ガソリン・電気・ガスなどエネルギー
が高騰し家計を直撃している。県の補正予算

案では電気・ガス代などへの支援はないが、

低所得・生活困窮世帯等への支援を検討した

のか質しました。 

健康福祉部長 生活への影響を注視しつつ、
引き続き検討していくと答弁。

和田　日本のエネルギー自給率は10％程度
で、ＯＥＣＤ36か国中35位、先進国で最低ク

ラス。長野県ゼロカーボン戦略は、社会変革、

経済発展とともに実現する持続可能な脱炭素

社会づくりを基本に据えて、再生可能エネル

ギーは生産量を2030年までに倍増。最終エネ

ルギー消費量は2030年までに４割減、全国的

に見ても非常に高い目標です。この高い目標

達成は、エネルギー自給率を上げることにも

つながると考えるがいかがか。

　また、化石燃料を再生可能エネルギーに置

き換え経済的効果と新たな産業分野の拡大を

行うべきではないかと質しました。 

環境部長 ゼロカーボン戦略は2030年度まで
の20年でエネルギー消費量を４割削減、再生

可能エネルギー２倍増、自給率33％まで引き

上げられる。

　ゼロカーボンの取り組みは、エネルギー費

用の域内循環や地域経済の活性化、再エネに

よる新たな技術創出や地域資源の発掘にもつ

ながる。 

和田　県内の食料自給率は53％で荒廃農地率
は全国平均の２倍というデータもある。自給

率をあげて農地を荒らさない支援が必要で、

県産小麦や大豆の生産拡大を進めるべきでは

ないか。水田活用の直接支払交付金の利用状

況はどうか質問。

農政部長　県は食料自給率の目標を定めてい
ない。水田活用の直接支払交付金は、Ｒ３年

度で１万816haの交付対象水田に対し、約32

億円が交付されている。

　県産小麦の生産拡大は、水田を活用する農

家の経営安定に重要と考える。 

和田　高校再編で高校数が減ることで通学時
間や交通費、送り迎えなどの負担が発生する

が、こうした課題をどう捉えているのか質問。 

教育長　実態把握に努め関係市町村等の考え
も聞いて、生徒の学びの環境を整えていく。 

和田　高校数の大幅減少で子どもたちの選択
肢が狭まり、近くにあった学校という学び 

の場がなくなる。高校再編計画で子どもたち

の学びの場を保障することができるのか。今

後、説明会が 開催され秋ごろ決定とあるが、

慎重に進めるべき。

教育長　広い県土を有する本県では、地理的
条件や通学の利便性に配慮しつつ少子化に的

確に対応した多様な学びの場を適切に配置す

ることが重要と認識している。住民説明会で

地域に丁寧に説明し、理解を求めつつ県議会

での議論を経て確定させる。 

　文科省が４月27日付で、特別支援学級に

在籍する児童生徒の学習について「原則と

して週の授業時間の半分以上を目安に、特

別支援学級において児童生徒の障害の状態

や特性及び心身の発達段階に応じた授業を

行うこと」という通知を出しました。しか

し、児童生徒の個々の状況・ニーズに応じ

て一律にあてはめないよう、市町村教育委

員会や現場への対応を求めて質問。

　県教育委員会としては、一律に当てはめ

ないと答弁。

和田あき子ですこんにちは

　６月補正の価格高騰緊急対策予算に対し

て、省エネを進める、エネルギーコスト削

減促進事業などの予算が６割近くを占めて

いる。省エネは自給率アップの観点から大

事なこと、県民や事業者に積極的にＰＲを

求めました。

　また、昨年度から実施している、住宅へ

の太陽光パネル設置と蓄電池への補助金に

ついて昨年度と今年度の実績を質問。

　昨年度の実績は蓄電池の単体は、330件、

太陽光発電設備とセットは49件。今年度の

見込みは現時点で蓄電池の単体は、110件。

太陽光発電設備とセットは、51件の申込み

と昨年度を上回る申し

込み状況と答弁。

　太陽光発電設備の補

助金としての効果とい

う面も、今年度に関し

ていえば昨年度以上に

出てきていると考えて

いると答弁。

文教委員会

ご意見・ご要望をお寄せください。
発行／日本共産党長野県議団　〒380-8570 長野市南長野幅下 692-2　長野県議会日本共産党控室
　　　TEL 026-237-6266（直通）　  FAX 026-237-6322　
　　　E-mail　jcpngnkd@avis.ne.jp　ホームページ　http://www.jcpnagano-kengi.jp/ 

日本共産党県議会報告
No. 13 【2022年６月定例議会報告】2022年８月

交差点の出会い頭事故が多く、地元住民から信号機設置の
要望箇所を地元区長はじめ、道路管理者の県建設事務所と
長野市土木課、長野南警察署など関係機関で現地調査
（７月13日）

犀川安曇野流域下水道事務所を視察（５月26日）

社会福祉総合センターの廃止に
伴い、県リハビリテーションセ
ンターに移転した、録音図書の
現地視察と音訳ボランティア活
動をしている方たちと懇談。山
口県議と共に（７月12日）

環境委員会


